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公益通報者保護法の新しい可能性についての一考察
～ 消費者庁発足に伴い新しい扉は開かれるのか ～


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































頁以下（2008年）、Mary W. Haider, CRM 柿崎康男
訳「製造物責任：記録の保有とリスク管理ソリュー
ション」RIMジャーナル第６号22頁以下（2008年）、
松本俊次「米国のPL法理にみる高経年製品事故
に対する考え方」REAJ誌2008 Vol.30, No.6　539
頁以下（2008年）などが興味深い研究成果を指摘
されている。
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（28） ハネス・ロェスラー　中田邦博〈訳〉「ヨーロッ
パ私法および消費者法における弱者保護（一、二・
完）」民商法雑誌　第137巻第２号、３号（2007年）、
特に３号256頁以下。マリー＝ローズ・マクガイ
アー　大中有信〈訳〉「ヨーロッパ契約法原則か
ら共通参照枠へ（一～）民商法雑誌　第140巻２
号137頁以下の連載（2009年）。
（29） このほかの制度については個別の資料が十分
ではないが、わかる範囲でのみ紹介する。たとえ
ば、高橋義明「OECD諸国における消費者行政の
動向」法律時報　80巻５号84頁以下（2008年）、
朝山志乃「EU競争当局による情報提供請求に対
するわが国企業の対応」NBL　No.911　43頁以下
（2009年）。
（30） 様々な取り組みが現在でもなされていること
は事実ではある。問題は、その実現可能性である
かもしれないのではなかろうか。机上の空論には
花は咲かないのである。たとえば、この分野につ
いての注目に値する論稿・資料としては、日本経
済法学会年報　第29号　通巻51号に特集がある。
このうち、向田直範「21世紀の消費者法と消費者
政策」同１頁以下、近藤充代「消費者取引法の現
状と課題」同15頁以下、瀬川信久「消費者法と民
法」93頁以下（2008年）。また、松本恒雄『消費
者からみたコンプライアンス経営』商事法務（2007
年）、大塚　直「加藤一郎先生の不法行為理論と
実践」ジュリスト　No.1380　44頁以下（2009年）、
上田孝治「消費者契約法の到達点と更なる可能性」
自由と正義　2008年６月号25頁以下（2008年）、
加藤　實「消費者法における消費者概念」東海学
園大学研究紀要　経営・経済学研究編　第12巻17
頁以下（2007年）、岡　孝「ドイツ売買法の新た
な展開」前田庸先生喜寿記念　企業法の変遷　73
頁以下、同じく　神作裕之「市場法の観点からみ
た消費者信用規制」93頁以下。このほか、民法（債
権法）改正検討委員会　編『債権法改正の基本方
針』別冊NBL / No.126（2009年）、（財）比較法研
究センター　潮見佳男　編　『諸外国の消費者法
における情報提供・不招請勧誘・適合性の原則』
別冊NBL / No.121（2008年）。更に、専修ビジネス・
レビュー　Vol.3　No.1 より、杉野文俊「製品安
全とリスクマネジメント」29頁以下、越山健彦「消
費者の安全・安心のための製品情報の開示」45頁
以下、首藤昭信「リスク情報開示と企業価値」61
頁以下（2008年）。渡辺達徳「ウィーン売買条約
と日本法への影響」ジュリスト　No.1375　21頁
以下（2009年）。などが、特に興味深い論稿・資
料であると思われる。
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